
将来ごみ量の推計について

議題（１）資料
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将来ごみ量の推計について
2市から排出されるごみ量の推移を把握するために、２０５０年度(R32年度)までの将来ごみ量を推計す
る。推計方法は以下のとおり。

• R1年度からR5年度までの家庭系ごみ排出量と人
口の推移をもとに、将来の１人１日あたりの平均排
出量（g/人・日）をごみ種別に推計する。

• R1年度からR5年度までの事業系ごみ排出量から、
将来の１日あたりの平均排出量（ｔ/日）をごみ種別に
推計する。

• R7年度から開始される製品プラスチックの回収を
考慮に入れて推計する。

• 将来ごみ量の処理内訳は、処理が順調に行われてい
たH29年度における比率で一定とする。
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※修正箇所：赤文字



将来ごみ量の推計結果① 燃やすごみの排出量推移

燃やすごみの排出量推移は下記のとおり。

• 燃やすごみの排出量は年々減少す
る推計となった。

• ２０５０年度(R32年度)における
燃やすごみの排出量は、
朝来市では家庭系：2,967t/年

事業系：1,803t/年
合計：4,770t/年

（R５年度比 約32％ 減）

養父市では家庭系：1,869t/年
事業系：1,573t/年

合計：3,442t/年
（R５年度比 約34％ 減）

と推計された。
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家庭系・事業系 燃やすごみ排出量 推移グラフ

事業系

家庭系

R5 朝来市家庭系 4,878t/年

（ｔ）

（ｔ）

実績 ← → 推計

製品プラスチック回収開始

R5 養父市家庭系 3,491t/年

R5 朝来市事業系 2,126t/年

R5 養父市事業系 1,740t/年

R32 朝来市家庭系 2,967t/年

R32 養父市家庭系 1,869t/年

R32 朝来市事業系 1,803t/年

R32 養父市事業系 1,573t/年



将来ごみ量の推計結果②-1 R32年度のフロー図

• 2050年度(R32年度)の燃やすごみの排出量は、
8,212t/年と推計され、 ２０２３年度(R5年度)
と比較して、約33％減となった。

（参考）
• ２０５０年度(R32年度) のバイオガス化施設へ

の搬入量は、4,061t/年と推計され、２０２３年
度(R5年度)と比較して、約16％減となった。

• ２０５０年度(R32年度) の焼却施設への搬入量
は、7,192t/年と推計され、２０２３年度(R5年
度)と比較して、約35％減となった。

現状のごみ処理フロー図に、2050年度(R32年度)の将来ごみ量推計値を転記した。
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黒文字：R32年度値 27

赤文字：R5年度値 36

27

16

ミキサーで注入する水含めず

8,212 6,051 4,061 メタンガス 308

12,235 7,136 4,812 362

0 2,107 3,031 バイオ化残渣（含水率70%程度の汚泥）

2 5,049 1,990 3,531

2,324 焼却灰 633

2,112 4,102 928

5,057 7,381 7,192 ばいじん 177
直接焼却 242

11,057

5

8

5

9 59 破砕可燃物

145

303 破砕不燃物 168

519 389

破砕鉄 109

225
破砕アルミ 14

6 21

10 粗鉄等 23

39

28 12

50 20

29 24

53 48

205 203

260 255

52 48

79 79

106 106

172 172

141 139

239 239

155 155

298 299

9,247南但クリーンセンターごみ処理量合計

紙製容器包装
資源化

紙

古紙類
資源化

紙

びん類
資源化
ガラス

プラスチック製
容器包装

選別・圧縮梱包
資源化

プラスチック

ペットボトル 選別・圧縮
資源化

プラスチック

危険ごみ
蛍光管破砕機
保管（乾電池）

資源化
金属等

かん類
缶処理機
選別・圧縮

資源化
金属

不燃ごみ

回転式破砕機
破砕・選別

手選別
機械選別

埋立処分
山東事業所へ

資源化
金属等

不法投棄

災害ごみ

熱回収設備
資源化

セメント原料

可燃性大型ごみ

不燃性大型ごみ

燃やすごみ 破砕・選別装置 メタン発酵設備
メタンガス
ガス発電機へ

資源化
ふとん

資源化
木材



将来ごみ量の推計結果②-2 R15年度のフロー図

• 2033年度(R15年度)の燃やすごみの排出量は、
10,297t/年と推計され、 ２０２３年度(R5年
度)と比較して、約16％減となった。

（参考）
• ２０33年度(R15年度) のバイオガス化施設へ

の搬入量は、5,092t/年と推計され、２０２３年
度(R5年度)と比較して、約6％増となった。

• ２０33年度(R15年度) の焼却施設への搬入量
は、9,027t/年と推計され、２０２３年度(R5年
度)と比較して、約18％減となった。

現状のごみ処理フロー図に、2033年度(R15年度)の将来ごみ量推計値を転記した。
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黒文字：R15年度値 34

赤文字：R5年度値 36

34

16

ミキサーで注入する水含めず

10,297 7,587 5,092 メタンガス 386

12,235 7,136 4,812 362

0 2,642 3,802 バイオ化残渣（含水率70%程度の汚泥）

2 5,049 2,495 3,531

2,324 焼却灰 794

2,648 5,143 928

5,057 7,381 9,027 ばいじん 222
直接焼却 242

11,057

6

8

7

9 82 破砕可燃物

145

423 破砕不燃物 234

519 389

破砕鉄 153

225
破砕アルミ 20

8 21

10 粗鉄等 32

39

40 18

50 20

43 36

53 48

281 279

260 255

69 64

79 79

145 145

172 172

195 193

239 239

224 224

298 299

11,738南但クリーンセンターごみ処理量合計

紙製容器包装
資源化

紙

古紙類
資源化

紙

びん類
資源化
ガラス

プラスチック製
容器包装

選別・圧縮梱包
資源化

プラスチック

ペットボトル 選別・圧縮
資源化

プラスチック

危険ごみ
蛍光管破砕機
保管（乾電池）

資源化
金属等

かん類
缶処理機
選別・圧縮

資源化
金属

不燃ごみ

回転式破砕機
破砕・選別

手選別
機械選別

埋立処分
山東事業所へ

資源化
金属等

不法投棄

災害ごみ

熱回収設備
資源化

セメント原料

可燃性大型ごみ

不燃性大型ごみ

燃やすごみ 破砕・選別装置 メタン発酵設備
メタンガス
ガス発電機へ

資源化
ふとん

資源化
木材



将来ごみ量の推計結果②-3 R20年度のフロー図

• 2038年度(R20年度)の燃やすごみの排出量は、
9,648t/年と推計され、 ２０２３年度(R5年度)
と比較して、約21％減となった。

（参考）
• ２０38年度(R20年度) のバイオガス化施設へ

の搬入量は、4,771t/年と推計され、２０２３年
度(R5年度)と比較して、約1％減となった。

• ２０38年度(R20年度) の焼却施設への搬入量
は、8,456t/年と推計され、２０２３年度(R5年
度)と比較して、約24％減となった。

現状のごみ処理フロー図に、2038年度(R20年度)の将来ごみ量推計値を転記した。
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黒文字：R20年度値 32

赤文字：R5年度値 36

32

16

ミキサーで注入する水含めず

9,648 7,109 4,771 メタンガス 362

12,235 7,136 4,812 362

0 2,475 3,562 バイオ化残渣（含水率70%程度の汚泥）

2 5,049 2,338 3,531

2,324 焼却灰 744

2,481 4,819 928

5,057 7,381 8,456 ばいじん 208
直接焼却 242

11,057

6

8

7

9 75 破砕可燃物

145

387 破砕不燃物 215

519 389

破砕鉄 140

225
破砕アルミ 18

8 21

10 粗鉄等 29

39

36 16

50 20

38 32

53 48

258 256

260 255

65 60

79 79

133 133

172 172

179 177

239 239

202 202

298 299

10,967南但クリーンセンターごみ処理量合計

紙製容器包装
資源化

紙

古紙類
資源化

紙

びん類
資源化
ガラス

プラスチック製
容器包装

選別・圧縮梱包
資源化

プラスチック

ペットボトル 選別・圧縮
資源化

プラスチック

危険ごみ
蛍光管破砕機
保管（乾電池）

資源化
金属等

かん類
缶処理機
選別・圧縮

資源化
金属

不燃ごみ

回転式破砕機
破砕・選別

手選別
機械選別

埋立処分
山東事業所へ

資源化
金属等

不法投棄

災害ごみ

熱回収設備
資源化

セメント原料

可燃性大型ごみ

不燃性大型ごみ

燃やすごみ 破砕・選別装置 メタン発酵設備
メタンガス
ガス発電機へ

資源化
ふとん

資源化
木材



将来ごみ量の推計結果②-4 R24年度のフロー図

• 2038年度(R20年度)の燃やすごみの排出量は、
9,146t/年と推計され、 ２０２３年度(R5年度)
と比較して、約25％減となった。

（参考）
• ２０38年度(R20年度) のバイオガス化施設へ

の搬入量は、4,523t/年と推計され、２０２３年
度(R5年度)と比較して、約6％減となった。

• ２０38年度(R20年度) の焼却施設への搬入量
は、8,013t/年と推計され、２０２３年度(R5年
度)と比較して、約28％減となった。

現状のごみ処理フロー図に、2042年度(R24年度)の将来ごみ量推計値を転記した。
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黒文字：R24年度値 30

赤文字：R5年度値 36

30

16

ミキサーで注入する水含めず

9,146 6,739 4,523 メタンガス 343

12,235 7,136 4,812 362

0 2,347 3,376 バイオ化残渣（含水率70%程度の汚泥）

2 5,049 2,216 3,531

2,324 焼却灰 705

2,352 4,568 928

5,057 7,381 8,013 ばいじん 197
直接焼却 242

11,057

5

8

6

9 69 破砕可燃物

145

358 破砕不燃物 199

519 389

破砕鉄 129

225
破砕アルミ 17

7 21

10 粗鉄等 27

39

34 15

50 20

35 29

53 48

240 238

260 255

61 56

79 79

124 124

172 172

167 165

239 239

185 185

298 299

10,368南但クリーンセンターごみ処理量合計

古紙類
資源化

紙

びん類
資源化
ガラス

ペットボトル 選別・圧縮
資源化

プラスチック

紙製容器包装
資源化

紙

かん類
缶処理機
選別・圧縮

資源化
金属

プラスチック製
容器包装

選別・圧縮梱包
資源化

プラスチック

埋立処分
山東事業所へ

資源化
金属等

不法投棄

危険ごみ
蛍光管破砕機
保管（乾電池）

資源化
金属等

災害ごみ

可燃性大型ごみ

不燃性大型ごみ

不燃ごみ

回転式破砕機
破砕・選別

手選別
機械選別

資源化
ふとん

燃やすごみ 破砕・選別装置 メタン発酵設備
メタンガス
ガス発電機へ

資源化
木材

熱回収設備
資源化

セメント原料



将来ごみ量の推計結果②-5 R30年度のフロー図

• 2048年度(R30年度)の燃やすごみの排出量は、
8,439t/年と推計され、 ２０２３年度(R5年度)
と比較して、約31％減となった。

（参考）
• ２０48年度(R30年度) のバイオガス化施設へ

の搬入量は、4,173t/年と推計され、２０２３年
度(R5年度)と比較して、約13％減となった。

• ２０48年度(R30年度) の焼却施設への搬入量
は、7,392t/年と推計され、２０２３年度(R5年
度)と比較して、約33％減となった。

現状のごみ処理フロー図に、2048年度(R30年度)の将来ごみ量推計値を転記した。
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黒文字：R30年度値 28

赤文字：R5年度値 36

28

16

ミキサーで注入する水含めず

8,439 6,218 4,173 メタンガス 317

12,235 7,136 4,812 362

0 2,165 3,116 バイオ化残渣（含水率70%程度の汚泥）

2 5,049 2,045 3,531

2,324 焼却灰 650

2,170 4,215 928

5,057 7,381 7,392 ばいじん 182
直接焼却 242

11,057

5

8

6

9 61 破砕可燃物

145

317 破砕不燃物 176

519 389

破砕鉄 114

225
破砕アルミ 15

6 21

10 粗鉄等 24

39

29 13

50 20

31 26

53 48

214 212

260 255

54 50

79 79

110 110

172 172

147 145

239 239

162 162

298 299

9,520

メタン発酵設備
メタンガス
ガス発電機へ

資源化
ふとん

資源化
木材

不燃ごみ

回転式破砕機
破砕・選別

手選別
機械選別

埋立処分
山東事業所へ

資源化
金属等

不法投棄

災害ごみ

熱回収設備
資源化

セメント原料

可燃性大型ごみ

不燃性大型ごみ

燃やすごみ 破砕・選別装置

危険ごみ
蛍光管破砕機
保管（乾電池）

資源化
金属等

かん類
缶処理機
選別・圧縮

資源化
金属

プラスチック製
容器包装

選別・圧縮梱包
資源化

プラスチック

ペットボトル 選別・圧縮
資源化

プラスチック

紙製容器包装
資源化

紙

古紙類
資源化

紙

びん類
資源化
ガラス

南但クリーンセンターごみ処理量合計



計画ごみ質の設定について

議題（２）資料
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計画ごみ質の設定について
• 計画ごみ質（基準ごみ、低質ごみ、高質ごみ）における各項目は、過去10年間における

ごみ組成調査結果をもとに設定する。

設定方法項目

[受入ごみピット]
実績における水分と低位発熱量の相関より設定した近似式で計算
（水分(％)＝-0.0033×低位発熱量(kJ/kg)+77.05,R2=0.6493）

[熱回収設備用ごみピット]
基準ごみは実績の平均値、低質ごみ及び高質ごみは実績を正規分布と想定し
た90％信頼区間より設定（低質＞高質）
※低位発熱量との相関が低い（R2=0.0518）ため、近似式は不採用とした。

水分(％)①三成分

[受入ごみピット]
実績における可燃分と低位発熱量の相関より設定した近似式で計算
（水分(％)＝0.0031×低位発熱量(kJ/kg)+20.34,R2=0.674）

[熱回収設備用ごみピット]
基準ごみは実績の平均値、低質ごみ及び高質ごみは実績を正規分布と想定し
た90％信頼区間より設定（低質＜高質）
※低位発熱量との相関が低い（R2=0.0492）ため、近似式は不採用とした。

可燃分(％)

100％－（水分(％)＋可燃分(％)）灰分(％)

※修正箇所：赤文字



計画ごみ質の設定について
• 計画ごみ質（基準ごみ、低質ごみ、高質ごみ）における各項目は、過去10年間における

ごみ組成調査結果をもとに設定する。

設定方法項目

基準ごみは実績の平均値、低質ごみ及び高質ごみは実績を正規分布と想定し

た90％信頼区間より設定（低質＜高質）
②低位発熱量(kJ/kg)

基準ごみは実績の平均値、低質ごみ及び高質ごみは実績を正規分布と想定し

た90％信頼区間より設定（低質＞高質）
③単位体積重量(kg/m3)

基準ごみは実績の平均値、低質ごみ及び高質ごみは実績を正規分布と想定し
た90％信頼区間より設定（低質＜高質）

紙類・布類(％)④種類
組成

ビニール・合成樹

脂類(％)

基準ごみは実績の平均値、低質ごみ及び高質ごみは実績を正規分布と想定し
た90％信頼区間より設定（低質＞高質）

木・竹・藁類(％)

厨芥類(％)

不燃物類(％)

その他(％)

※ 90%信頼区間における下限値がマイナスになる場合は0％にする。
※ 各種類組成を算出した後、合計値が「可燃分％＋灰分％」と同値になるように調整する。



計画ごみ質の設定について
• 計画ごみ質（基準ごみ、低質ごみ、高質ごみ）における各項目は、過去10年間における

ごみ組成調査結果をもとに設定する。
設定方法項目

元素組成分析の実績値がないため「ごみ処理施設整備の計画・設計要領 2017改訂版」（公益

社団法人 全国都市清掃会議）に記載されている推計方法を参考にする。

乾燥ごみ1kg中の各元素量計算式
炭素量c＝（0.4223×Pa/100+0.7187×Pa/100+0.4531×Ga/100+0.5092×Ce/100+0.
4769×Ba/100+0.3586×Rr/100）
水素量h＝（0.0622×Pa/100+0.1097×P/100+0.0605×Ga/100+0.0656×Ce/100+0.
0604×Ba/100+0.0461×Rr/100）
窒素量n＝（0.0028×Pa/100+0.0042×P/100+0.0289×Ga/100+0.0292×Ce/100+0.
0084×Ba/100+0.0181×Rr/100）
硫黄量s＝（0.0001×Pa/100+0.0003×P/100+0.0010×Ga/100+0.0012×Ce/100+0.
0001×Ba/100+0.0004×Rr/100）
塩素量cl＝（0.0017×Pa/100+0.0266×P/100+0.0025×Ga/100+0.0045×Ce/100+0.
0018×Ba/100+0.0022×Rr/100）
可燃分量V＝（0.8931×Pa/100+0.9512×P/100+0.8684×Ga/100+0.9786×Ce/100+
0.9375×Ba/100+0.6778×Rr/100）
酸素量o＝V-（c+h+n+s+cl）
Pa：紙類(％)、P：プラスチック類(％)、Ga：生ごみ類(％)、Ce：繊維類(％)、
Ba：木竹類(％)、Rr：その他(％)

炭素(％)⑤元素
組成

水素(％)

窒素(％)

硫黄(％)

塩素(％)

酸素(％)



計画ごみ質の設定について
• 令和７年度から製品プラスチックの分別を開始する。以下の製品プラスチックの組成、燃

やすごみ量及び製品プラスチック量の推計値をもとに、ごみ質の変動を考慮する。

プラ組成

水分 (%) 15.98

可燃分 (%) 81.98

灰分 (%) 2.04

計 (%) 100.00

(kJ/kg) 28,908

(kg/m3) 50

紙類・布類 (%) 0.00

 ビニール・合成樹脂類 (%) 84.02

木・竹・藁類 (%) 0.00

厨芥類 (%) 0.00

不燃物類 (%) 0.00

その他 (%) 0.00

計 (%) 84.02

炭素 (%) 63.02

水素 (%) 8.47

窒素 (%) 0.21

硫黄 (%) 0.02

塩素 (%) 3.67

酸素 (%) 6.59

計 (%) 81.98

元素組成

項　　目

三成分

低位発熱量
単位体積重量

種類組成

年間量

燃やすごみ量（製品プラ分別前） (t/年) 11,223

製品プラスチック量 (t/年) 68

燃やすごみ量（製品プラ分別後） (t/年) 11,155

※令和8年度推計量

項目

出典：ごみ処理施設の計画・設計要領 2017 改訂版 公益社団法人全国都市清掃会議 211,619
：片柳健一（1994）.プラスチック廃棄物を考慮した都市ごみの適正処理計画 廃棄物学会誌,Vol.5,No.4,326-335

11,351

11,283



計画ごみ質の設定について
• 計画ごみ質（受入ごみピット）

低質 基準 高質

水分 (%) 51.54 44.98 38.43

可燃分 (%) 44.27 50.43 56.59

灰分 (%) 4.19 4.59 4.98

計 (%) 100.00 100.00 100.00

(kJ/kg) 7,668 9,654 11,639 →高質/低質＝ 1.52

(kg/m3) 186 138 89

紙類・布類 (%) 20.24 28.97 37.39

ビニール ・合成樹脂類 (%) 10.98 17.59 24.18

木・竹・藁類 (%) 4.47 2.02 0.00

厨芥類 (%) 8.69 4.78 0.00

不燃物類 (%) 2.60 0.93 0.00

その他 (%) 1.48 0.73 0.00

計 (%) 48.46 55.02 61.57

炭素 (%) 25.13 29.56 33.94

水素 (%) 3.54 4.23 4.93

窒素 (%) 0.72 0.70 0.68

硫黄 (%) 0.03 0.03 0.03

塩素 (%) 0.40 0.57 0.73

酸素 (%) 14.45 15.34 16.28

計 (%) 44.27 50.43 56.59

項　　目

低位発熱量

単位体積重量

三成分

種類組成

元素組成
合計が可燃分％と同

値になるように調整

合計が可燃分％＋灰

分％と同値になるよう

（前回）
1.30

↓
1.52



計画ごみ質の設定について
• 計画ごみ質（熱回収設備用ごみピット）

低質 基準 高質

水分 (%) 51.76 44.99 38.21

可燃分 (%) 44.76 50.31 55.85

灰分 (%) 3.48 4.70 5.94

計 (%) 100.00 100.00 100.00

(kJ/kg) 8,513 10,187 11,861 →高質/低質＝ 1.39

(kg/m3) 230 165 100

紙類・布類 (%) 15.34 22.86 29.62

ビニール ・合成樹脂類 (%) 15.78 24.36 32.17

木・竹・藁類 (%) 7.37 3.94 0.00

厨芥類 (%) 5.24 1.80 0.00

不燃物類 (%) 2.25 0.88 0.00

その他 (%) 2.26 1.17 0.00

計 (%) 48.24 55.01 61.79

炭素 (%) 26.60 31.07 35.36

水素 (%) 3.79 4.51 5.19

窒素 (%) 0.60 0.57 0.58

硫黄 (%) 0.02 0.03 0.03

塩素 (%) 0.52 0.72 0.89

酸素 (%) 13.23 13.41 13.80

計 (%) 44.76 50.31 55.85

項　　目

三成分

低位発熱量

単位体積重量

種類組成

元素組成
合計が可燃分％と同

値になるように調整

合計が可燃分％＋灰

分％と同値になるよう

（前回）
1.34

↓
1.39



検討ケースについて

議題（３）資料

16



検討ケースについて

１．検討ケースの考え方

（１）検討の対象期間

検討ケースの設定にあたって、各ケースの事業スケジュールを想定す
る必要がある。
本検討では、長期的視点に立って今後の持続可能なごみ処理のあり方

について検討を行う必要があることから、令和32年度（2050年度）ま
での長期を対象期間として検討を進める。

【検討対象期間】
令和32年度（2050年度）まで

17



検討ケースについて

１．検討ケースの考え方

（２）検討の考え方

・検討ケースとしては、大きく「現有施設の延命化」と「新施設の整備」を
対象とする。

・いずれのケースにおいても、どの段階で延命化のための基幹的設備改
良工事を実施するのか、新施設の建設工事を整備するのか等の条件が
不明確（未定）であるため、それぞれのケースで各工事の実施時期を複
数パターン設定していくと、ケース数が膨大となってしまい、検討が困
難となる。

・したがってここでは、そのような事態を避けるために、他事例やプラン
トメーカへのヒアリング等も参考として、本組合として現実的な事業ス
ケジュールを設定し、検討していくものとする。

18



検討ケースについて

１．検討ケースの考え方

（３）【ケース０】の設定と課題

【ケース０】
現在の施設をこのまま通常の定期的な補修・整備を行い、運転を継続
するケース

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050

高効率原燃料回収施設 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38

・熱回収（焼却）設備

・バイオマス設備 供用開始 ①現在 ③ ② 地元との協定

リサイクルセンター による稼働期限

施設＼年度

19



検討ケースについて

１．検討ケースの考え方

（３）【ケース０】の設定と課題

【ケース０】の課題
① 供用開始から現在までの修繕費は年々増加傾向⇒今後ますます増加が見込まれる。（現在

３～４億円/年。今後、５～６億円/年の見込み）

② 定期的な修繕対応の継続だけでは20年目以降、大型のプラント設備機器や計装設備の
更新が必要⇒これまでの年間あたりの修繕費とは異なり、大規模な修繕費（概算で約30
億円）が必要となる見込み

⇒環境省交付金の適用はできず、全額、自己負担（単費）

③一般的には施設竣工後15～20年程度の時点で、大規模な修繕＝基幹的設備改良工事を
実施し、10～15年程度以上の延命化を図ることが多い。⇒環境省交付金の適用を受け
ることができ、自治体にとって有利

20



検討ケースについて

２．現有施設の延命化

（１）【ケース１】現有施設の延命化の設定

【ケース１】現有施設の延命化
現有施設について基幹的設備改良工事を実施し、延命化するケース

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050

高効率原燃料回収施設 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38

・熱回収（焼却）設備 地元との協定

・バイオマス設備 供用開始 現在 基幹的設備改良工事 による稼働期限 解体撤去

リサイクルセンター 基幹的設備改良工事後の経過年数→ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

新施設

施設＼年度

21



検討ケースについて

２．現有施設の延命化

（２）【ケース１】現有施設の延命化の内容・条件

【ケース１】の内容・条件

①基幹的設備改良工事の期間=３年間（設計１＋工事２）（他事例及びヒアリング結果
による）

②工事実施時期＝供用開始後、18～20年目

③工事後の施設延命化年数＝15年（供用開始当初からの年数35年）

④工事中は、一部または全部のごみを外部委託処理

⑤工事後、16年目以降（供用開始当初からの年数36年目以降）は、新施設での処理

⑥新施設の稼働開始後、現有施設を解体撤去 22



検討ケースについて

２．現有施設の延命化

（３）【ケース１】現有施設の延命化の細分化

【ケース１－１】現有施設の延命化（熱回収（焼却）・バイオマス・リサイクルセンター）
現有施設のすべてについて基幹的設備改良工事を実施し、延命化するケース

【ケース１－２】現有施設の延命化（熱回収（焼却）・リサイクルセンター）
現有施設のうち、熱回収（焼却）設備のみ基幹的設備改良工事を実施し、延命化するケース

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050

高効率原燃料回収施設 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38

・熱回収（焼却）設備 地元との協定

・バイオマス設備 供用開始 現在 基幹的設備改良工事 による稼働期限 解体撤去

リサイクルセンター 基幹的設備改良工事後の経過年数→ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

新施設

施設＼年度

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050

高効率原燃料回収施設 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38

・熱回収（焼却）設備 地元との協定

 ・バイオマス設備 供用開始 現在 基幹的設備改良工事 による稼働期限 解体撤去

リサイクルセンター 基幹的設備改良工事後の経過年数→ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

新施設

施設＼年度

23



検討ケースについて

２．現有施設の延命化

（４）【ケース１‘】現有施設の延命化（工事期間・運営期間短縮）の設定

【ケース１‘】現有施設の延命化（工事期間・運営期間短縮）
現有施設について基幹的設備改良工事を実施し、延命化するケース

24

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050

高効率原燃料回収施設 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38

・熱回収（焼却）設備 地元との協定

・バイオマス設備 供用開始 現在 基幹的設備改良工事 による稼働期限 解体撤去

リサイクルセンター 基幹的設備改良工事後の経過年数→ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

新施設

施設＼年度

【ケース１】の派生ケースとして【ケース１‘】現有施設の延命化（工事期
間・運営期間短縮） を下記のとおり設定する。



検討ケースについて

２．現有施設の延命化

（５）【ケース１‘】現有施設の延命化（工事期間・運営期間短縮）の内容・条件

【ケース１‘】の内容・条件

①基幹的設備改良工事の期間=２年間（設計１＋工事１）（他事例及びヒアリング結果
による）

②工事実施時期＝供用開始後、18～19年目

③工事後の施設延命化年数＝10年

④工事中は、一部または全部のごみを外部委託処理

⑤工事後、11年目以降は、新施設での処理

⑥新施設の稼働開始後、現有施設を解体撤去 25



検討ケースについて

２．現有施設の延命化

（６）【ケース１‘】現有施設の延命化（工事期間・運営期間短縮）の細分化

【ケース１‘－１】現有施設の延命化（工事期間・運営期間短縮）（熱回収（焼却）・バイオマス・リサイクル
センター） 現有施設のすべてについて基幹的設備改良工事を実施し、延命化するケース

【ケース１‘－２】現有施設の延命化（工事期間・運営期間短縮）（熱回収（焼却）・リサイクルセンター）
現有施設のうち、熱回収（焼却）設備のみ基幹的設備改良工事を実施し、延命化するケース

26

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050

高効率原燃料回収施設 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38

・熱回収（焼却）設備 地元との協定

・バイオマス設備 供用開始 現在 基幹的設備改良工事 による稼働期限 解体撤去

リサイクルセンター 基幹的設備改良工事後の経過年数→ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

新施設

施設＼年度

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050

高効率原燃料回収施設 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38

・熱回収（焼却）設備 地元との協定

 ・バイオマス設備 供用開始 現在 基幹的設備改良工事 による稼働期限 解体撤去

リサイクルセンター 基幹的設備改良工事後の経過年数→ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

新施設

施設＼年度



検討ケースについて

３．【ケース２】新施設の整備

（１）【ケース２】新施設の整備の設定

【ケース２】新施設の整備
新施設を整備するケース（現有施設を地元との協定による稼働期限で廃止）

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050

高効率原燃料回収施設 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38

・熱回収（焼却）設備  地元との協定による稼働期限で廃止

・バイオマス設備 供用開始 現在 通常の修繕で対応

リサイクルセンター （ただし20年目以降は高額となる） 解体撤去

新施設 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

設計・建設  供用開始

施設＼年度

27



検討ケースについて

３．【ケース２】新施設の整備

（２）【ケース２】新施設の整備の内容・条件

【ケース２】の内容・条件

①地元との協定による稼働期限までに新施設を設計・建設

②新施設の設計・建設期間＝５年間

③新施設供用開始後、現有施設は廃止（＋解体撤去）

④新施設が供用開始するまでの間、現有施設は通常の修繕にて対応（20年目以降は
修繕費が高額）

⑤新施設の稼働開始後、現有施設を解体撤去
28



検討ケースについて

３．【ケース２】新施設の整備

（３）新施設の処理方式及び【ケース２】の細分化

・新施設の処理方式には様々なものがあるため、本組合において採用
可能な処理方式を抽出し、【ケース２】を

【ケース２－１】新施設の整備（●●方式）
【ケース２－２】新施設の整備（▲▲方式）

・・・という形で細分化
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見積内容について

議題（４）資料
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見積内容について

①見積依頼先（プラントメーカ）は、焼却施設、バイオガス化施設、リサイクルセンターそ
れぞれについて、一般廃棄物処理施設新設事業（設計・施工）を継続していること、過
去10年間での竣工実績があること等を条件として、本組合にて選定

②合計17社を調査対象とした。

③見積の内容は、基幹的設備改良工事と新施設の整備に係る概算費用

④調査依頼書、提出要領、見積提案条件書、調査票、見積様式を提示

⑤４月21日に見積依頼、６月６日を提出期限（調査期間＝約1.5カ月）としている
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